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 （趣旨）

第１条　この規則は、国立大学法人埼玉大学教職員就業規則第48条第３項の規定に

基づき、労働安全衛生法（昭和47法律第57号。以下「安衛法」という。）その他

関係法令に従い、国立大学法人埼玉大学（以下「本学」という。）の教職員の保

健及び安全保持に関し、必要な事項を定める。 

（定義） 

第２条   この規則において「部局」とは、教育学部、人文社会科学研究科、理工学

研究科、教育機構、研究機構、科学分析支援センター、図書館、情報メディア基

盤センター、ダイバーシティ推進センター、国際本部、附属学校及び事務局をい

う。 

２　この規則において「部局長」とは、前項に定める部局の長をいう。 

 （学長の責務）

第３条   学長は、別表第１の埼玉大学安全衛生管理体制を組織し、総括責任者とし

て、法令及びこの規則に定める労働災害防止のための基準を守るとともに、快適

な職場環境の実現と労働条件の改善を通じて、職場における教職員の健康の保持

増進及び安全の確保に必要な措置を講じなければならない。 

 （関係教職員の責務）

第４条   部局長は、学長の命を受け、担当教員及び所属職員の健康の保持増進及び

安全の確保に必要な措置を講じなければならない。 

２　教職員は、労働災害を防止するために必要な事項を守るほか、学長等が実施す

る労働災害防止に関する措置に従わなければならない。 

 （総括安全衛生管理者）

第５条   学長は、安衛法第10条の規定により、教職員の安全及び衛生に関する事項

を統括管理するため、総括安全衛生管理者を置かなければならない。 

２　総括安全衛生管理者は、学長が指名した理事又は副学長をもって充てる。 



 （総括安全衛生管理者の職務）

第６条   総括安全衛生管理者は、衛生管理者、衛生推進者又は作業主任者を指揮す

るとともに、次に掲げる事項を統括管理する。 

(1) 教職員の危険又は健康障害を防止するための措置に関すること。 

(2) 教職員の安全又は衛生のための教育の実施に関すること。 

(3) 健康診断の実施その他健康の保持増進のための措置に関すること。 

(4) 労働災害の原因の調査及び再発防止対策に関すること。 

(5) 安全衛生に関する方針の表明に関すること。 

(6) 安衛法第28条の２第１項又は労働安全衛生規則（昭和47年労働省令第32号。

以下「安衛則」という。）第57条の３第１項及び第２項の危険性又は有毒性等

の調査及びその結果に基づき講ずる措置に関すること。 

(7) 安全衛生に関する計画の作成、実施、評価及び改善に関すること。 

(8) 前各号に掲げるもののほか、教職員の安全及び衛生に関すること。 

 （安全衛生責任者）

第７条   部局長は、部局の安全衛生責任者として、部局の定める安全ガイドライン

により、衛生管理者等と協力し、次に掲げる業務を行う。 

(1) 教職員の安全のための指導及び教育 

(2) 教職員の危険を防止するための措置 

(3) 施設・設備等の検査及び整備 

(4) 教職員の安全管理に関する記録及び統計の作成整備 

(5) 労働災害の原因の調査及び再発防止対策 

(6) その他教職員の安全衛生に必要な事項 

２　安全衛生責任者は、部局の施設・設備を巡視し、設備、作業方法等に危険のお

それがあるときは、直ちにその危険を防止するため必要な措置を講じなければな

らない。 

 （衛生管理者又は衛生推進者）

第８条   学長は、部局に、衛生管理者又は衛生推進者を置かなければならない。 

２　衛生管理者又は衛生推進者は、安衛則第10条及び第12条の３に規定する資格を

有する部局の常勤の教職員から選任する。 

３　衛生管理者又は衛生推進者を選任すべき部局ごとの人数は、別表第２のとおり

とする。 

 （衛生管理者又は衛生推進者の定期巡視）

第９条   衛生管理者又は衛生推進者は、少なくとも毎週１回職場を巡視し、設備、

作業方法又は衛生状態に有害のおそれがあるときは、直ちに、教職員の健康障害

を防止するために必要な措置を講じなければならない。 



 （化学物質管理者）

第９条の２　学長は、安衛則第12  条の５第１項の規定により、化学物質の管理に

 係る技術的事項を管理するため、化学物質管理者を置かなければならない。

２　化学物質管理者は、安衛則第12  条の５第３項に規定する資格を有する常勤の

 教職員から選任する。

 ３　化学物質管理者は、次に掲げる業務を行う。

(1) ラベル表示及び安全データシート（SDS）交付に関すること。 

(2) リスクアセスメントの実施に関すること。 

(3) リスクアセスメント結果に基づくばく露防止措置の内容及び実施に関するこ

と。 

(4) リスクアセスメント対象物を原因とする労働災害が発生した場合の対応に関

すること。 

(5) リスクアセスメントの結果等の記録の作成及び保存並びに教職員への周知に

関すること。 

(6) リスクアセスメントの結果に基づくばく露防止措置が適切に施されているこ

との確認、教職員のばく露状況、教職員の作業の記録、ばく露防止措置に関す

る教職員の意見聴取に関する記録及び保存並びに教職員への周知に関すること。 

(7) 第１号から第４号までの事項の管理を実施するに当たっての教職員に対する

必要な教育に関すること。 

 （保護具着用管理責任者）

第９条の３　部局長は、リスクアセスメントの結果に基づく措置として、教職員に

 保護具を使用させるときは、保護具着用管理責任者を置かなければならない。

２　保護具着用管理責任者は、保護具に関する知識及び経験を有する部局の常勤の

 教職員から選任する。

 ３　保護具着用管理責任者は、次に掲げる業務を行う。

(1) 保護具の適正な選択に関すること。 

(2) 教職員の保護具の適正な使用に関すること。 

(3) 保護具の保守管理に関すること。 

 （産業医）

第１０条   学長は、教職員の安全衛生管理等を行わせるため、保健センターの医師

のうちから産業医１名を選任する。 

２　産業医の職務は、次に掲げる事項で医学に関する専門的知識を必要とするもの

とする。 

(1) 健康診断及び安衛法に基づく面接指導等の実施並びにこれらの結果に基づく

教職員の健康を保持するための措置に関すること。 



(2) 作業環境の維持管理に関すること。 

(3) 作業の管理に関すること。 

(4) 健康教育、健康相談その他教職員の健康の保持増進を図るための措置に関す

ること。 

(5) 衛生教育に関すること。 

(6) 教職員の健康障害の原因の調査及び再発防止のための措置に関すること。 

(7) その他教職員の健康管理に関すること。 

３　産業医は、前項各号に掲げる事項について、学長若しくは総括安全衛生管理者

に対して勧告し、又は衛生管理者に対して指導し、若しくは助言することができ

る。 

 （産業医の定期巡視）

第１１条   産業医は、少なくとも毎月１回事業場を巡視し、職務の方法又は衛生状

態に有害のおそれがあるときは、直ちに、教職員の健康障害を防止するために必

要な措置を講じなければならない。 

 （作業主任者）

第１２条   学長は、労働安全衛生法施行令（昭和47年政令第318号。以下「安衛

令」という。）第６条に規定する作業を行う作業場に作業主任者を置かなければ

ならない。 

２　学長は、当該作業に従事する教職員で、安衛則別表第１に規定する資格を有す

る者のうちから作業主任者を選任する。 

３　作業主任者を選任すべき部局は、別表第１のとおりとする。 

４　学長は、作業主任者を選任したときは、当該作業主任者の氏名及びその者に行

わせる事項を作業場の見やすい箇所に掲示する等により関係教職員に周知しなけ

 ればならない。

 （作業主任者の責務）

第１３条   作業主任者は、次に掲げる業務を行う。 

(1) 作業に従事する教職員を指揮すること。 

(2) 労働災害の防止に関する措置 

（火元責任者） 

第１４条   本学に防火上適切と認められる施設の区分ごとに火元責任者を置き、国

立大学法人埼玉大学不動産管理規則で定める火元責任者をもってこれに充てる。 

 （野外実験等の対応）

第１５条   部局長は、野外における実験等の業務を行うときは、別紙様式の野外実

験等実施計画書を実施の10日前までに学長に提出しなければならない。 

２　学長は、前項の規定による提出があったときは、当該野外実験等に係る健康管



理又は安全管理の責任者及びその事務を補助する者を指名する。 

 （安全衛生委員会）

第１６条   本学に、安全衛生委員会（以下「委員会」という。）を置く。 

２　委員会は、職場の安全衛生に関する次の事項を総合的に調査審議し、学長に意

見を具申する。 

(1) 教職員の危険及び健康障害を防止するための基本となるべき対策に関するこ

と。 

(2) 教職員の健康の保持増進を図るための基本となるべき対策に関すること。 

(3) 労働災害の原因及び再発防止対策に関すること。 

(4) 安全衛生に関する規程の作成に関すること。 

(5) 安全衛生教育の実施計画の作成に関すること。 

(6) 作業環境の測定の結果及びその結果に対する対策の樹立に関すること。 

(7) 定期及び臨時の健康診断、医師の診断、診察又は処置の結果及びその結果に

対する対策の樹立に関すること。 

(8) 教職員の健康の保持増進を図るために必要な措置の実施計画の作成に関する

こと。 

(9) 厚生労働大臣等からの文書による命令、指示、勧告又は指導を受けた事項の

うち、教職員の危険及び健康障害の防止に関すること。 

(10) 安衛法第28条の２第１項又は安衛則第57条の３第１項及び第２項の危険性又

は有害性等の調査及びその結果に基づき講ずる措置に関すること。 

(11) 安全衛生に関する計画の作成、実施、評価及び改善に関すること。 

(12) 長時間にわたる勤務による教職員の健康障害の防止の樹立に関すること。 

(13) 教職員の精神的健康の保持増進を図るための対策の樹立に関すること。 

(14) 教職員が化学物質にばく露される程度を最小限度にするために講ずる措置に

 関すること。

(15) 濃度基準値の設定物質について、教職員がばく露される程度を濃度基準値以

下とするために講ずる措置に関すること。 

(16) リスクアセスメントの結果に基づきばく露低減措置等の一環として実施した

健康診断の結果及びその結果に基づき講ずる措置に関すること。 

(17) 濃度基準値の設定物質について、教職員が濃度基準値を超えてばく露したお

それがあるときに実施した健康診断の結果及びその結果に基づき講ずる措置に

関すること。 

３　委員会が必要と認めた場合は、安全衛生専門委員会を設置することができる。 

 （委員会の組織）

第１７条   委員会は、次の者をもって構成し、委員は学長が委嘱する。 



(1) 総括安全衛生管理者 

(2) 衛生管理者　３人 

(3) 衛生推進者　４人 

(4) 化学物質管理者　１人 

(5) 産業医　　　１人 

(6) 衛生に関し経験を有する者　１人 

(7) 安全に関し経験を有する者　１人 

２　委員会の委員長は、前項第１号の委員をもって充てる。 

３　委員会に副委員長を置く。副委員長は、委員の互選によって定める。 

４　第１項第１号の委員以外の委員の半数は、教職員の過半数を代表する者の推薦

に基づいて指名しなければならない。 

５　委員会において必要と認めるときは、委員以外の者の出席を求めて、その意見

を聴くことができる。 

 （委員の任期）

第１８条　前条第１項第２号から第７号までの委員の任期は、２年とし、再任を妨

げない。 

２　欠員が生じた場合の補欠の委員の任期は、前任者の残任期間とする。 

３　前２項の規定にかかわらず、委員が教職員でなくなった場合は、委員の職を解

任されたものとする。 

 （委員会の運営）

第１９条   委員会は、毎月１回以上開催しなければならない。 

２　委員会は、委員長が招集する。 

３　委員長は、委員の３分の１以上の要求があったときは、委員会を招集しなけれ

ばならない。 

４　委員会は、委員の過半数の出席がなければ開催することができない。 

５　学長は、安衛則第23条第３項の規定により、委員会の開催の都度、遅滞なく、

委員会における議事の概要を教職員に周知させなければならない。 

６　学長は、安衛則第23条第４項の規定により、委員会における議事で重要なもの

に係る記録を作成して、これを３年間保存しなければならない。 

７　前各項に定めるもののほか、委員会の運営に関し必要な事項は、委員会が別に

定める。 

 （健康診断の種類）

第２０条   総括安全衛生管理者は、教職員の健康を確保するために次の各号に掲げ

る健康診断を行わなければならない。 

(1) 採用時健康診断 



(2) 一般定期健康診断 

(3)  特別健康診断 

２　前項第１号の健康診断は、教職員として採用するときに実施するものとする。 

３　第１項第２号の健康診断は、１年以内ごとに１回、教職員の全員を対象として

定期的に行うものとする。 

４　第１項第３号の健康診断は、教職員が次の各号のいずれかに該当する場合にお

いて行うものとする。 

(1) 衛生上有害な業務又はこれに準ずる業務に従事するとき。 

(2) 海外派遣研修等で、６月以上の海外生活を予定して出国するとき及び６月以

上の海外生活を終えて帰国したとき。 

５　総括安全衛生管理者は、第１項に掲げるもののほか、必要に応じて、教職員の

全員又は一部に対して健康診断を行うことがある。 

 （健康診断の項目）

第２１条   健康診断は、次の各項目について行う。 

(1) 既往歴及び業務歴の調査 

(2) 自覚症状及び他覚症状の有無の検査 

(3) 身長、体重、腹囲、視力及び聴力の検査 

(4) 胸部エックス線検査及び喀痰検査 

(5) 血圧の測定 

(6) 貧血検査 

(7) 肝機能検査 

(8) 血中脂質検査 

(9) 血糖検査 

(10) 尿検査 

(11) 心電図検査 

(12) その他必要と認められる検査 

２　前項第３号、第４号、第６号から第９号まで及び第11号に掲げる項目について

は、安衛則第44条第２項の規定により、厚生労働大臣が定める基準に基づき、産

業医が必要でないと認めるときは、省略することができる。 

第２２条   教職員は、指定された期日又は期日内に健康診断を受けなければならな

い。 

２　やむを得ない理由で健康診断を受けることができない場合は、他の医療機関で

健康診断を受けなければならない。 

３　教職員は、総括安全衛生管理者が実施する健康診断を受診することを希望しな

い場合は、他の医療機関における健康診断を受診することができるものとする。 



４　前２項の規定により、他の医療機関で健康診断を受診した者は、その結果を証

明する書面を速やかに総括安全衛生管理者に提出しなければならない。 

 （健康管理指導区分の決定）

第２３条   学長は、健康診断の結果により、健康管理上、生活規正の面及び医療の

面の指導を必要と認めた教職員については、別表第３に定める区分に応じて、指

導区分の決定又は変更を行うものとする。 

２　学長は、前項の規定により指導区分の決定又は変更を行った教職員については、

その指導区分に応じ、別表第３の事後措置の基準欄に掲げる基準に従い、適切な

措置を講じなければならない。 

 （病者の就業禁止）

第２４条   学長は、安衛法第68条の規定により、次の各号のいずれかに該当する者

については、その就業を禁止しなければならない。ただし、第１号に掲げる者に

ついて、伝染予防の措置を施した場合は、この限りでない。 

(1) 病毒伝播のおそれのある伝染性の疾病にかかった者 

(2) 心臓、腎臓、肺等の疾病で労働のため病勢が著しく増悪するおそれのあるも

のにかかった者 

(3) その他産業医が就業不適当と認めた者 

２　学長は、健康診断の結果等により、結核患者等として療養の必要があると認め

られた者に対して、感染症の予防及び感染症の患者に対する医療に関する法律

（平成10年法律第114号）第18条の規定により就業を禁止し、療養を命ずる。 

３　学長は、前２項の規定により、教職員の就業を禁止しようとするときは、あら

かじめ産業医その他専門の医師の意見を聴かなければならない。 

 （健康診断の結果の通知）

第２５条   学長は、健康診断を受けた教職員に対し、当該健康診断の結果を通知し

なければならない。 

 （健康診断の結果についての医師からの意見聴取）

第２５条の２   学長は、健康診断の結果、当該健康診断の項目に異常の所見がある

と診断された教職員について、当該異常の所見があると判断された者の健康を保

持するために必要な措置について、安衛法第66条の４の規定により、医師の意見

を聴かなければならない。 

２　前項の規定による医師からの意見聴取については、安衛則第51条の２の規定に

よるものとする。 

 （健康診断実施後の措置）

第２５条の３   学長は、前条の規定による医師の意見を勘案し、その必要があると

認めるときは、当該医師の意見を委員会へ報告しなければならない。 



 （面接指導等）

第２５条の４   学長は、時間外勤務が多い教職員に対して産業医による面接指導を

次の各号のいずれかの要件に該当する場合に行うものとする。 

(1) 週40時間を超える勤務が１月当たり80時間を超え、かつ疲労の蓄積が認めら

れ、当該教職員から申出があった場合。ただし、前１月以内に面接指導を受け

た者その他これに類する者であって、面接指導を受ける必要がないと産業医等

が認めたものを除く。 

(2) 前号に掲げる以外の教職員であって、長時間の勤務により疲労の蓄積が認め

られ、又は健康上の不安を有するため、面接指導を希望する申出があった場合 

(3) 第１号の要件に該当する教職員からの申出がない場合で、産業医が面接指導

の実施が必要と認め、同号の申出を行うよう勧奨した結果、当該教職員から申

出があった場合 

２　学長は、産業医による面接指導が行なわれた後、当該教職員の健康を保持する

ために必要な措置について、産業医からの意見聴取を遅滞なく行うものとする。 

 （健康記録の管理）

第２６条   学長は、健康診断の結果、指導区分、事後措置の内容その他健康管理上

必要と認められる事項について、教職員ごとに記録を作成し、これを５年間保存

しなければならない。 

２　学長は、産業医による面接指導を実施した場合には、産業医から意見を聴取し

た面接指導結果を作成し、その記録を５年間保存しなければならない。 

 　（心理的な負担の程度を把握するための検査等）

第２６条の２　総括安全衛生管理者は、教職員のメンタルヘルス不調の未然防止の

ために、教職員に対して１年以内ごとに１回、定期に、次に掲げる事項について

安衛則第52条の10第１項に規定する者（以下「医師等」という。）による心理的

な負担の程度を把握するための検査（以下「ストレスチェック」という。）を行

うものとする。 

(1) 職場における当該教職員の心理的な負担の原因に関する項目 

(2) 当該教職員の心理的な負担による心身の自覚症状に関する項目 

(3)  職場における他の教職員による当該教職員への支援に関する項目 

２　医師等は、前項の規定により行うストレスチェックを受けた教職員に対し、当

該ストレスチェックの結果を遅滞なく通知することとする。医師等は、あらかじ

め当該ストレスチェックを受けた教職員の同意を得ないで、当該教職員のストレ

スチェックの結果を総括安全衛生管理者に提供してはならない。 

３　総括安全衛生管理者は、ストレスチェックを行った医師等による当該ストレス

チェックの結果の記録の作成の事務及び当該ストレスチェックの実施の事務に従



事した者による当該記録の保存の事務が適切に行われるよう、必要な措置を講じ

なければならない。 

４　総括安全衛生管理者は、ストレスチェックを受けた教職員の同意を得て、医師

等から当該教職員のストレスチェックの結果の提供を受けた場合には、その記録

を５年間保存しなければならない。 

５　総括安全衛生管理者は、第２項の規定による通知を受けた教職員のうち、心理

的な負担の程度が高い者であると医師等が認めた者が、医師による面接指導を受

けることを希望する旨を申し出たときは、当該面接指導を行わなければならない。 

６　総括安全衛生管理者は、前項の規定による面接指導の結果の記録を作成するも

のとし、これを５年間保存しなければならない。 

７　総括安全衛生管理者は、前項の規定による面接指導の結果に基づき、当該教職

員の健康を保持するために必要な措置について、産業医の意見を聴かなければな

らない。 

８　学長は、総括安全衛生管理者からの報告に基づき、必要があると認めるときは、

当該教職員の実情を考慮して、適切な措置を講じなければならない。 

 （危険を防止するための措置）

第２７条   学長は、次に掲げる危険による教職員の災害の発生を防止するために必

要な措置を講じなければならない。 

(1) 機械、器具その他の設備等による危険 

(2) 爆発性の物、発火性の物、引火性の物等による危険 

(3) 電気、熱その他のエネルギーによる危険 

(4) 掘削、採石等の業務における作業方法から生ずる危険 

(5) 教職員が墜落するおそれのある場所、土砂等が崩壊するおそれのある場所等

における危険 

２　学長は、教職員の作業行動から生ずる災害を防止するために必要な措置を講じ

なければならない。 

３　放射線障害防止、ＲＩ、毒物・劇物、組換えＤＮＡ等に関し必要な事項は、別

に定める。 

 （勤務環境等に係る措置）

第２８条   部局長は、学長の命を受けて、教職員の勤務環境について、通路、床面、

階段等の保全並びに換気、採光、照明、保湿、防湿、休養、避難及び清潔に必要

な措置その他教職員の健康、風紀及び生命の保持のため必要な措置を講じなけれ

ばならない。 

 （安全衛生教育）

第２９条   部局長は、学長の命を受けて、教職員を採用したとき及び教職員の従事



する業務の内容を変更したときは、当該教職員に対し、安全又は衛生に関する必

要な教育を行わなければならない。 

 （作業環境測定）

第３０条   学長は、法令で定めるところにより、必要な作業環境測定を実施し、そ

の結果について記録を作成しなければならない。 

２　部局長は、学長の命を受け、有害な業務を行う屋内作業場その他の作業場で、

安衛令で定めるものについて、厚生労働省令で定めるところにより、必要な作業

環境測定を行い、及びその結果について記録を作成しておかなければならない。 

３　前項に規定する作業環境測定は、厚生労働大臣の定める作業環境測定基準に従

って行わなければならない。 

４　第１項及び第２項の規定による作業環境測定の結果の評価に基づいて、教職員

の健康を保持するため必要があると認められるときは、厚生労働省令で定めると

ころにより、施設又は設備の設置又は整備、健康診断の実施その他の適切な措置

を講じなければならない。 

 （有害物質の使用等の制限）

第３１条   学長は、安衛令第16条第１項に掲げる物質について、試験研究を目的と

する場合で都道府県労働局長の許可を受けた場合を除き、製造し、又は教職員に

使用させてはならない。 

２　学長は、安衛令第17条に規定する物で、教職員に重度の健康障害を生ずるおそ

れのある物質を製造する場合は、あらかじめ、厚生労働大臣の許可を受けなけれ

ばならない。 

 （危害のおそれの多い業務の従事者）

第３２条   学長は、危害のおそれの多い業務で、安衛令で定めるものについては、

都道府県労働局長の当該業務に係る免許を受けた者又は都道府県労働局長若しく

は都道府県労働局長の指定する者が行う当該業務に係る技術講習を修了した教職

員その他厚生労働省令で定める資格を有する教職員でなければ、当該業務に就か

せてはならない。 

 （設置等の届出）

第３３条   学長は、機械等で、危険若しくは有害な作業を必要とするもの、危険な

場所において使用するもの又は危険若しくは健康障害を防止するため使用するも

ののうち、安衛則第85条に規定するものを設置し、若しくは移転し、又はこれら

の主要構造部分を変更しようとするときは、その計画を当該工事の開始の日30日

前までに、安衛則第86条の規定により、労働基準監督署長に届け出なければなら

ない。 

 （設置等の検査）



第３４条   部局長は、安衛令第12条に規定する特定機械については、設置検査、変

更検査、性能検査及び定期検査を、特定機械以外の機械等については、定期検査

を行わなければならない。 

２　部局長は、前項の検査を行ったときは、その結果について学長に報告するとと

もに、記録を作成し、これを３年間保存しなければならない。 

 （使用の制限）

第３５条   部局長は、安衛令で定める特定機械等で、都道府県労働局長の検査証の

公布を受けていないものは、教職員に使用させてはならない。 

 （緊急事態に対する措置）

第３６条   部局長は、学長の命を受け、教職員に対する災害発生の危険が急迫した

ときは、当該危険にかかる場所、教職員の業務の性質等を考慮して、業務の中断、

教職員の退避等の適切な措置を講じなければならない。 

 （災害等の報告）

第３７条   学長は、火災又は爆発、ボイラーの破裂等、安衛則第96条第１項に規定

する事故が発生したときは、遅滞なく、安衛則様式第22号による事故報告書を所

轄労働基準監督署長に提出しなければならない。 

２　部局長は、災害又は事故が発生したときは、速やかに、安衛則様式第22号によ

る事故報告書により、委員会に報告しなければならない。 

３　委員会は、前項の規定による報告があった場合は、速やかに、学長に報告する

とともに、記録を作成し保存しなければならない。 

 （教職員の死傷病報告）

第３８条   学長は、教職員が労働災害その他就業中又は事業場内若しくはその附属

建設物内における負傷、窒息又は急性中毒により死亡し、又は休業したときは、

遅滞なく、安衛則様式第23号による労働者死傷病報告書を所轄労働基準監督署長

に提出しなければならない。 

２　前項の場合において、休業の日数が４日に満たないときは、同項の規定にかか

わらず、１月から３月まで、４月から６月まで、７月から９月まで及び10月から

12月までの期間における当該事実について、安衛則様式第24号による労働者死傷

病報告書をそれぞれの期間における最後の月の翌月末日までに、所轄労働基準監

督署長に提出しなければならない。 

 （秘密の保持）

第３９条   教職員の安全及び衛生に関する事務に従事する教職員及び従事したこと

のある教職員は、職務上知り得た秘密を他に漏らしてはならない。 

 （庶務）

第４０条   この規則に関わる事務は、研究推進・国際連携課、財務課、及び施設管



理課の協力を得て、人事課において行う。 

 （その他）

第４１条   この規則に定めるもののほか、教職員の安全及び衛生に関し必要な事項

は、別に定める。 

　　　附　則  

　この規程は、平成16年４月１日から施行する。 

　　　附　則（平成16.10. 1  16規則171） 

　この規程は、平成16年10月１日から施行する。 

　　　附　則（平成17. 1. 1  16規則189） 

　この規程は、平成17年１月１日から施行する。 

　　　附　則（平成17. 3.10  16規則212） 

　この規程は、平成17年４月１日から施行する。 

　　　附　則（平成17. 3.28  16規則224） 

　この規程は、平成17年４月１日から施行する。 

　　　附　則（平成18. 4. 1  18規則6） 

　この規程は、平成18年４月１日から施行する。 

　　　附　則（平成16. 6. 1  18規則102） 

　この規程は、平成18年６月１日から施行し、平成18年４月１日から適用する。 

　　　附　則（平成18. 6. 8  18規則113） 

　この規程は、平成18年７月１日から施行する。 

　　　附　則（平成19. 4. 1  19規則48） 

　この規程は、平成19年４月１日から施行する。 

　　　附　則（平成20. 1.24  19規則90） 

　この規程は、平成20年１月24日から施行し、平成19年12月26日から適用する。 

　　　附　則（平成20. 3. 1  19規則97） 

　この規則は、平成20年３月１日から施行する。 

　　　附　則（平成20. 8. 7  20規則80） 

　この規則は、平成20年９月１日から施行する。 

附　則（平成24.10.22  24規則34） 

　この規則は、平成24年10月22日から施行し、平成24年４月１日から適用する。 

附　則（平成26. 5.22  26規則3） 

　この規則は、平成26年５月22日から施行し、平成26年４月１日から適用する。 

附　則（平成27. 3.20  26規則109） 

 この規則は、平成27年４月１日から施行する。

　附　則（平成28. 9.29  28規則11） 



 この規則は、平成28年９月29日から施行する。

　附　則（平成29. 3.28  28規則37） 

 この規則は、平成29年４月１日から施行する。

    　附　則（平成31. 3. 7  30規則25） 

 この規則は、平成31年４月１日から施行する。

附　則（令和２. 3.26  元規則50） 

 この規則は、令和２年４月１日から施行する。

附　則（令和４.  3.17   ３規則40） 

 この規則は、令和４年４月１日から施行する。

附　則（令和４.10.18   ４規則22） 

 この規則は、令和４年10月18日から施行する。

附　則（令和５.  3.30   ４規則84） 

 この規則は、令和５年４月１日から施行する。

附　則（令和６.  2.15　５規則47） 

 この規則は、令和６年４月１日から施行する。

附　則（令和６.  3.27　５規則65） 

 この規則は、令和６年４月１日から施行する。

附　則（令和６.11.  8　６規則24） 

１　この規則は、平成６年12月１日から施行する。 

２　この規則施行後、最初に委嘱する第17条第１項第４号の委員の任期は、第18条

第１項の規定にかかわらず、令和８年３月31日までとする。 



別表第１（第３条、第１２条関係）

火元責任者

化学物質管理者

作業主任者
火元責任者

作業主任者 作業主任者
火元責任者 火元責任者 火元責任者 火元責任者

産　業　医
安全衛生専門委員会

安全衛生責任者 安全衛生責任者

保護具着用
管理責任者

衛生管理者

埼 玉 大 学 長

総括安全衛生管理者

（理事又は副学長）

埼玉大学安全衛生委員会 保健センター

人文社会科学研究科長教育学部長 理工学研究科長

火元責任者

衛生推進者 衛生推進者

保護具着用
管理責任者

火元責任者

衛生推進者

火元責任者

安全衛生責任者

附属幼稚園長
附属小学校長
附属中学校長

附属特別支援学校長

衛生推進者

火元責任者

衛生推進者

火元責任者

ﾀﾞｲﾊﾞｰｼﾃｨ推進
　　　　　ｾﾝﾀｰ長

国際本部長
科学分析支援
　　 センター長

図書館長

火元責任者

保護具着用
管理責任者

衛生推進者

安全衛生責任者

衛生推進者 衛生推進者

情報ﾒﾃﾞｨｱ基盤
　　　　　ｾﾝﾀｰ長

安全衛生責任者

事務局長

衛生推進者

埼　玉　大　学　安　全　衛　生　管　理　体　制

安全衛生責任者 安全衛生責任者

衛生管理者
衛生推進者

衛生推進者

教育機構長

安全衛生責任者 安全衛生責任者 安全衛生責任者 安全衛生責任者

研究機構長

安全衛生責任者



別表第２（第８条関係）

衛生管理者 衛生推進者

大久保キャンパス 教育学部 　　　１８人

人文社会科学研究科 　　　　２人

理工学研究科 ６人 　　　　４人

教育機構 　　　　１人

研究機構 　　　　１人

科学分析支援センター １人

図書館 　　　　１人

情報メディア基盤センター 　　　　１人

ダイバーシティ推進センター 　　　　１人

国際本部 　　　　１人

事務局 　　　　４人

附属幼稚園 　　　　１人

附属小学校 　　　　１人

附属中学校 　　　　１人

附属特別支援学校 　　　　１人

選任すべき部局

衛生管理者及び衛生推進者



 別表第３（第２３条関係）

指導区分及び事後措置の基準  

 指　導　区　分
 事 後 措 置 の 基 準

区　　分 内　　容

生活規正の面 Ａ    勤務を休む必要 　休暇（日単位のものに限る。）又は休職

のあるもの の方法により、療養のため必要な期間勤務

させない。

Ｂ 　勤務に制限を加 　職務の変更、勤務場所の変更、休暇（日

える必要のあるも 単位のものを除く。）等の方法により勤務

の を軽減し、かつ、深夜勤務（午後10時から

翌日の午前5時までの間における勤務をい

う。以下同じ。）、時間外勤務（正規の勤

務時間以外の時間における勤務で、深夜勤

務以外のものをいう。以下同じ。）及び出

張をさせない。

Ｃ 　勤務をほぼ平常 　深夜勤務、時間外勤務及び出張を制限す

に行ってよいもの る。

Ｄ 　全く平常の生活 　

でよいもの

医療の面 １ 　医師による直接 　医療機関の斡旋等により適正な治療を受

の医療行為を必要 けさせるようにする。

とするもの

２ 　医師による直接 　経過観察をするための検査及び発病・再

の医療行為を必要 発防止のため必要な指導等を行う。

としないが、定期

的に医師の観察指

導を必要とするも

の

３ 　 医 師 に よ る 直

接、間接の医療行

為を全く必要とし

ないもの



 

                                 根拠法令：学校保健安全法施行規則　第16条

                                                              　別表第二



 別紙様式（第１５条関係）

 年　　月　　日

 埼玉大学長　　　　　殿

責任者　　所　属　　　　　　　　　　 

氏　名　　　　　　　　   　 

野外実験等実施計画書  

実験の名称

 実施場所
 実

 実施期間 　　　年　月　日  　時　分  ～  　　　年　月　日  　時　分
 

  教     職     員                          （計　　　人）
 従事者氏名

 験 教職員以外の者                          （計　　　人）
 
 (概  略 ) 

  
  

  内
  
  

 
 

 容

 　１　爆発性の物、発火性の物、引火性の物又は可燃性のガスを使用する
  危 　　　もの

  
  　２　有毒ガスの発生を伴い、又は伴うおそれのあるもの

  険
 　３　多量の水の流出、土砂の崩壊、なだれ等を起こし、又は起こすおそ

  　　　れのあるもの
  の

  　４　構造物の破壊、燃焼等を伴うもの
  

  区 　５　教職員が墜落するおそれのあるもの
  

 　６　１から５までに掲げるもののほか、教職員が災害を受けるおそれの
分 　　　多いもの

 
 危

 
 険

 
 防

 
 止

 
 の

 
 措

 
 置

     備　考　　危険の区分の欄は、該当するものに○印を付すこと。


